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1．は　じ　め　に
現在の携帯電話は通話のためだけのものではなく，インターネット・アクセス，カメラ，GPS
（Global Positioning System），音源（音楽配信など），3次元グラフィックス（ゲームなど）などの機
能を備える複合サービス電話機になっている．そしてこの携帯電話市場は速いスピードで進化して
いる．筆者は 2003年 2月に，中国（上海）携帯市場を訪れて，深く感じたのは，中国市場の携帯電
話は機種が非常に豊富で，国外国内の各メーカーのブランドの新製品が豊富に出廻っていることで
あった．しかし，それらの携帯電話は 3次元グラフィックス，カメラ，インターネットなどの機能
の付いている機種はまだまだ少なくて，各機種の値段も日本よりずっと高い，約 7500円／台 –75000
円／台になっていた．
それに，2001年末，WTOの加盟に伴い，中国政府は国内通信市場の対外開放及び国産メーカー
の奮起の政策を進めているため，中国の携帯電話市場は世界最大になったが，その普及率はまだ 10
％台に過ぎず，今後の拡大余地が非常に大きいと見られている．
本稿は，このように日進月歩の中国携帯電話市場の全容を捉え，今後の市場構造の研究等の基礎
知識を得る目的で，主にウエッブ上の情報を活用してまとめるものである．
本論の構成は次のようである．2章は中国携帯電話市場の成長について，3章は中国携帯電話機市
場の勢力分布について，4章は中国携帯電話事業の歴史について，5章はチャイナモバイルとチャイ
ナユニコムの競争について，6章は中国の携帯電話の購入，料金及びサービスについて，7章は次世
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代携帯電話について明らかにしている．
2．中国携帯電話市場の成長
2001年，中国携帯市場は世界最大となり，移動通信キャリアは元国有企業である中国電信から独
立した「中国移動通信集団」（5.1章を参照，以下チャイナモバイル）と独立系の「中国聯合通信有
限会社」（5.2章を参照，以下チャイナユニコム）の 2社体制で成り立っている．日本でいう vodafone
（J-PHONE）や DoCoMo，auといった移動体通信にあたる．
2.1. 利用者数世界一
中国情報産業部の発表によると，2001年 7月末時点で中国の携帯ユーザー数は 1.206億人に達し，
そのうち，チャイナモバイル 8882.3万人，チャイナユニコム 3178.2万人，アメリカの 1.201億人を
超え世界一になった（http://www.sfcom.com/Japanese/china2001/Justchina08/kaseiryu08.htm i）より，
http://www.ntt.com/sh/shrepdailynews/news.htm ii）より）*．それに，2002年 6月時点で，固定電話ユー
ザーが 1億 9,800万人，携帯電話ユーザーが 1億 7,600万人，ページャー（ポケベル）ユーザーが
2,507万人となっている．普及率では，固定電話は 30.2%，携帯電話は 13.8%となっている．2002年
11月時点で，携帯電話ユーザーが既に，2億人の大台を突破して 2億 31万人に達した．かつ，2003
年も携帯電話市場は速いペースで成長を続け，毎月平均 500万人の新規利用者を獲得．現在の携帯
電話普及率は 100人当たり 16.19台に達すると予測されている（http://www.jcd.co.jp/tc1/m12.html iii）
より）．
*本分野の URLの中には，本稿執筆中にもアクセス不可となるほど変化が激しいものもあるため，その必要部
分を平成 15年 3月 1日～ 4月 30日時点で後注 i，ii，iii，・・・としてコピー記載した．ただし，大きいもの
は，主催社名のみを留めることとした．
図 1　爆発する中国携帯電話市場
（http://japan.cnet.com/news/loop/story/0,2000047870,20052810,00.htm v）より）
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携帯電話のヨーロッパ大手運営業者である英国ボーダフォン・エアタッチ社の統計データによる
と（http://www1.cei.gov.cn/govinfo/ iv）より），全世界の携帯利用者総数は 2003年にも 15億人に達す
ると見られているが，これは要するに全世界の利用者の 100人に 13人が中国のユーザーであること
を意味している．
しかし利用者数は世界一であるものの，2001年 3月時点で携帯電話ユーザーが全人口に占める割合
は米国と欧州ではそれぞれ 40％と 50％であるのに対し，中国では 2003年にわずか 16％程度と予測
されているが，13億人の人口に対する普及率はまだまだ低い状態である．また普及率には地域間格
差が目立っており，中国東部は 12.5％，中部は 4.5％，西部は 3.9％となっている．2001年 5月の資料
によると普及率の高い上位 5省市は，北京市（27.7％），上海市（24.5％），広東省（18.4％），浙江省
（15.2％），福建省（13.3％）の順であった．（http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2001/s2001H014.html vii）
より）中国の携帯電話利用者数は 2005年末になると 2.6億人に達すると見られているが，こうした
予想に通信事業はさらなる新規加入者の獲得と，多様化する顧客ニーズに対応するため，通信ネッ
トワークを相次いで拡充を図る等，サービス面での競争も迫られている（KDD総研　2001/5）．
2.2. 携帯需要拡大の要因
これほどまでに中国で携帯電話が普及した要因を考えてみると，固定電話のインフラが整備され
ていなかったことが大きいと思われる．技術革新により携帯電話が登場した結果，固定電話のイン
フラを整備して固定電話を普及させるよりも，携帯電話のアンテナを立てる方がはるかに安上がり
ですんだのである．また，消費者に対しては，以下に見られるように通話料金と保障政策の面から
適切な対応がなされ，需要拡大につながったと考えられる．
「端末そのものは高いものの，通信料金は上海の場合で市内なら 1分 0.4元（約 6円，固定電話は
1分 0.1元約 1.5円）と低めに抑えられていることも普及の要因となっている．さらに，1999年から
導入されたプリペイドカード方式の携帯電話も加入者増を後押しした．プリペイドなら加入料金と
月々の基本料が必要なく，身分照合など煩雑な手続きもいらない．新規加入者の 40％はプリペイド
方式と見られている．また，2001年 11月 15日から開始となった三包政策 1）の導入も携帯需要の拡
図 2　中国情報通信市場のユーザー数（http://www.jcd.co.jp/tc1/m12.html vi）より）
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大を生んだ一つの要因である．」
「2001年上半期，北京市消費協会への携帯電話に関する苦情件数は 232件あり，そのうち品質関
連が全体の 49％，アフターサービス 24％，粗悪商品 15％，その他 12％となっている．品質に関す
る苦情で最も多かったのは，購入 1ヶ月以内で故障したという内容からも，三包規定を制定したこ
1）三包政策：「三包」と呼ばれる 3つの保証サービス，購入後 7日間の返品保証，一ヶ月間の商品交換保証，1
年間の無料修理保証をいう．
図 3　普及率の高い上位 5省市
図 4　中国の携帯電話加入数推移（http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2001/s2001TS149_3.html viii）と http://www.
chinamobile.com/main/default.asp ix）より筆者作成）
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との意味は大きいと考えられる．」（http://www.news.searchina.ne.jp/2001/0801/it_0801_001.shtml x）より）
2.3.　中国の携帯電話の最新世代サービス
2001年，『CDMA2000 1X』方式 2）の第 3世代携帯電話サービスを，第 2世代の GSM方式 3）の通
信設備を利用して実現する『GSM1x』の試験サービスが，中国江蘇省で実施された．第 2の携帯電
話会社チャイナユニコム社が実施するもので，世界初の試みとなる．
日本では CDMA2000は，KDDIが採用している．CDMA2000は各国で採用が進んでいるが，中国
をはじめ第 2世代で GSM方式を採った国では，新たな設備が必要になることが普及を妨げている．
中国の携帯電話会社は，冒頭に述べたように，旧国営系のチャイナモバイル社がシェア 7割を握
り，チャイナユニコム社がシェア 3割で競争している．両社とも GSM方式を採っているが，チャイ
ナユニコム社は新市場を開拓するため，2002年から CDMA方式のサービスも開始した．中国政府
が，両方式を競わせてサービスの質を高めたい意向であることも反映している（http://www.
mainichi.co.jp/digital/mobile/archive/200302/19/ xi）より）．
チャイナユニコム社は年内に CDMA2000方式の第 3世代サービスを始めるが，GSM1Xの採用で
設備投資費用を抑える．また，既存の GSM方式の顧客にも CDMA2000サービスを提供できる．
CDMAは次世代携帯電話ということで，将来世界の統一規格になる可能性が高い，日本でも関西
の方でサービスが始まったが，中国では，エリアはまだ北京と上海市内限定であるが，モトローラ
社製の対応する電話機が既に発売されている．加入権，スペア電池などフルセット揃えると 5000元
（75000円相当）近くになる．
また，今までの GSM規格の周波数（900MHz）と新しい GSM1800MHzの両方を使える電話機が出
ている．前述の通り，GSM は爆発的加入増のためか全く繋がらなくなるケースが頻繁に発生する．
繋がらない場合は新しい周波数を選択し電話をかける．
周波数帯が 2つあると言っても電話番号は 1つなので，この辺は自動で切り替えてくれるようだ．
現地の新聞にも「双頻」という名称（周波数が 2つある）で紹介されている（http://www.geocities.com/
Tokyo/Harbor/1157/file-014.htm xii）より）．
2）『CDMA2000 1X』方式：CDMA Oneの技術を利用した第 3世代携帯電話を CDMA2000と呼ぶ（CDMA=Code
Division Multiple Access）．第 3世代のスペックである最大 2Mbpsの通信速度を実現するには，5MHzの周波数
帯域が必要になる．しかし米国の周波数事情によって，新たな割り当てが不可能なため，現行の IS-95が持つ
1.25MHzの帯域幅を利用し，3つを合成した 3.75MHzを下り方向に運用するのが CDMA2000だ．CDMA2000が
「MC（マルチキャリア）-CDMA」と呼ばれる所以がここにある．CDMA2000において，3つの周波数を使う方式
が「3X」，1つの周波数を使う方式が「1X」と表現される．CDMA2000 1Ⅹと 1X MC，MC-CDMA 1Xはいずれ
も同義である．
3）GSM方式：Global System for Mobile Communicationsの略．欧州で規格が統一された携帯電話機の標準規格
で，世界的に最も普及しているデジタル方式の第二世代携帯電話．ちなみに普及状況で GSMに次ぐのが，米
国を中心とした CDMA Oneである．
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3．中国携帯電話機 4）市場の勢力分布
2001年から，中国携帯市場は世界最大となり，中国は携帯電話の発展途上国ではなく，先進国と
言ってもいいだろう．しかし，中国携帯電話機市場に先陣を切ったのは中国国内メーカーではなく，
国外の巨大企業であり，現状でもよく「おいしいケーキを切り分ける」と表現されるほどに国外メー
カーの影響力がまだ強い．しかし，国外メーカーが独占していた中国携帯電話機市場で，国内メー
カーは甘んじて遅れをとっているわけではない．
3.1.　中国市場における国外携帯電話機企業―欧米と日韓の企業―
2000年の市場競争を経て，中国携帯電話機市場は 4強（モトローラ，ノキア，エリクソン，シー
メンス）時代に突入したといわれる．
アメリカの携帯電話機メーカー最大手であるモトローラが最も早く，かつほとんど唯一中国の携
帯市場に進出した企業であり，以前はこの絶対的利点によって，中国携帯電話機市場を独占してい
た．当時モトローラが提供した 8900型や 9900型の携帯電話機は「大哥大」 5）と呼ばれ，中国語の 1
つとして定着した．しかし 1994年に GSM方式が普及後，国外企業大手がこぞって中国市場に進出，
モトローラはこの市場変化に対応できず，その地位を明け渡す以外に道がなくなった（http://
news.searchina.ne.jp/2001/0224/it_0224_001.shtml xiii））．
中国の携帯電話機市場は 9割以上が外国メーカーのもので占められており，ノキア・エリクソン・
モトローラが三大メーカーであり，ジーメンス・フィリップス・モ下通信・NECがそれに次いでい
る．2000年に中国で製造された 5,200万台のうち国産メーカー製は 353万台があり，シェアは成長
しているものの未だ 6.7％に留まっている．
国際市場調査会社が発表した統計によると，2001年第 2四半期の世界の携帯電話機販売台数は
8980万台で，昨年同期に比べ 8.4％減少，第 1四半期に比べても 7.1％減少となった．大手携帯メー
カーの販売状況を見ると，ノキア（フィンランド）は国際携帯市場でのシェアを 2001年第 1四半期
の 35.3％から 34.8％に落としたものの，昨年に比べると市場シェアを 7.3ポイント伸ばしている．ま
たモトローラ（米）は 13.2％から 14.8％に，エリクソン（スウェーデン）は 6.8％から 8.3％にそれ
ぞれ市場シェアを伸ばした．
中国携帯電話機市場の観測結果に基づくと，スウェーデン大手メーカーのエリクソンが 1番最初
に中国国内の GSM携帯電話機市場で第 1位を獲得，しかし 2000年上半期以降，同社の中国におけ
4）携帯電話機：本論では携帯電話機と携帯端末を交互に同義として使用する．また，携帯電話事業（サービ
ス）市場と携帯電話機市場の別に注意されたい．
5）「大哥大」：香港台湾で偉そうな中年男性を大哥大と呼び，当時，モトローラが最も早く，かつほとんど唯一
中国の携帯市場で 8900型や 9900型の携帯電話機を提供した．それらの機種もデカいため，それに持ち主もほ
とんど会社の役員など偉そうな人ばかりだから，その携帯電話も大哥大と呼ばれた．
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る業務成績は明らかに下降，2001年 1月現在，その市場占有率は 10％程度となっている．
ここ数年の市場状況から見てみると，北欧フィンランドの雄ノキアの中国市場における占有率の
上昇が目立つ．1999年 GSM市場では第 3位であったが，2000年は猛反撃，年末には中国 GSM市場
でトップに踊り出た．2000年 8月の時点で，ノキアの中国携帯電話機市場における占有率は 36％に
達している．ドイツのシーメンスは 2000年の中国携帯電話機市場占有率が 15％という好成績，韓
国の三星は一貫して CDMA方式携帯の宣伝と販売に力を注いできたが，2000年初めに路線転換，
GSM市場に進出し，短期間内に無視できない占有率を確保し始めている．
3.2. 日本携帯電話機生産メーカーの中国での奮闘
日本国内の携帯電話機メーカーも続々と中国向けへの展開に動き出している．以下に各社の 2001
年後半以降の動向をまとめてみた．
（1）海外展開スケジュール（中国）
2001. 8 富士通：華南理工大学と提携→中国で TD-SCDMAの実用化→ 2002夏から実証試験開始
2001.10 モ下通信工業：米 UTStarcomと提携→中国での 3G向け基地局事業強化
2001.11 モ下通信工業：中国で大連モ下通信ソフトウェアエンジニアリングを設立→ソフトウェア
開発強化
2001.12 NEC とモ下通信工業：中国で共同出資会社を設立→中国の大手通信事業者と端末を共同
開発→ 2003年の実用化
2001.12 京セラ：京セラ振華通信設備を設立→ CDMA生産
2002. 1 東芝：中国で CDMA Oneを生産し，全量を中国国内で販売
2002. 1 三洋電機 :天津三洋通信設備が CDMA Oneの生産・販売開始
2002～ モ下通信工業 :中国で 2.5G端末を投入
表 1　欧米の携帯電話機のメーカー（http://www.younet.com/info/phone/ xiv）より）
欧米の携帯電話
モトローラ
（MOTOROLA）
ノキア
（NOKIA）
エリクソン
（ERICSSON）
ソニー・エリクソン
（SONY・ERICSSON）
シーメンス
（SIEMENS）
フィリップス
（PHILIPS）
アルカテル
（ALCATEL）
表 2　日韓の携帯電話機のメーカー（http://www.younet.com/info/phone/ xiv）より）
日韓の携帯電話
ソニー（SONY） NEC 松下（Panasonic） 三星
三菱 京セラ 三洋（SANYO） LG　
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（http://www.mca.co.jp/mnl/maker/20020201.htm xv）より）．
（2）日本の各メーカーの動き
・NEC
中国で 3G 6）を普及させるため，モ下通信工業と共同で中国の大手通信事業者と端末を共同開発
する計画だ．2001年内に共同出資会社を設立し，2003年の実用化を目指している．台湾メーカーか
ら OEM調達することで，2002年 2月までに販売を開始し，2002年 3月までに十数万台を販売する．
電話機事業以外にも基地局などの販売強化では，現地法人の NEC中国に設置した 3G本部を順次
増員し，販売スタッフを現在の 20人から 2003年までに 500人に増やした．現在，中国は 3Gについ
て，3つの方式の中から採用することを検討しているが，NECではW-CDMA方式 7）を売り込んで
いく考えだ．さらに交換機の工場がある天津には技術支援の部隊を配置し，実用化実験に合わせて
中国全土に派遣する．
・モ下通信工業
2001年 10月に米 UTStarcomと 3G向け基地局事業で提携している．電話機事業では国内最大手と
なったモ下通信工業だが基地局事業では出遅れていたため，中国の PHS基地局システムで実績のあ
る米 UTStarcomと組むことで，中国向けの 3G基地局ビジネスに本格参入した．モ下通信工業が基
地局，米 UTStarcomが交換機や各種サーバ，両社で基地局制御装置の開発を担当し，W-CDMAに対
応した基地局システムを共同で開発・販売していく．
また，中国でのソフトウェア開発体制も強化している．現在，端末開発ではソフトウェアの比重
が増しており，人件費が安く優秀な人材を確保しやすい中国もソフトウェア開発における最重要拠
点として位置付ける．2001年 1月にはモ下電器産業の R&D拠点のモ下電器研究開発（CMRD）内
に，携帯電話機向けソフトウェア開発を行う先端移動通信研究所（AMCL）が設立された．大連市
にも携帯電話端末向けソフトウェアの開発を行う新会社の大連モ下通信ソフトウェアエンジニアリ
ング（DLMSE）を設立し，当初の約 20人を今後 4年間で開発要員を 200人体制へ増員し，北京市
にある拠点とともにソフトウェア開発の中核拠点に育てていく．DLMSEはモ下通信工業のソフト
ウェア開発子会社であるモ下システムエンジニアリングが全額出資（2億円）で設立した．
・富士通
2001年 8月に中国独自の通信規格に基づく 3Gシステムの実用化に乗り出していた．広東省の華
南理工大学と提携し，2002年夏までに電話機や交換機を含めたシステム全体の設計方針を固め，現
地で実証試験に入る計画だった．TD-SCDMA方式と呼ばれる通信規格は国際標準化機関が認定した
6）3G：3G携帯電話とは携帯電話に関する標準化団体 3GPP（Third Generation Partnership Project），3GPP2が制
定した規格に基づいて設計された携帯電話を指す．日本では，NTTドコモの FOMAや KDDIの CDMA2001－
1XEV-DOがこれに相当する．
7）W-CDMA方式：付録参照
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3Gの国際標準の 1つとなっており，独自方式にこだわる中国が導入する可能性は高いとみて，携帯
電話の普及が進む広東省を事業化のモデル地区とする考えだという．TD-SCDMA方式を巡り，日本
企業が中国側と提携するのは初めてのことで，富士通研究所や北京にある富士通研究開発中心を通
じ，華南理工大学の教授や大学院生と開発を進めていく．
・東芝
2002年 1月に中国の通信事業者と 2000年設立した合弁会社の南京普天王芝通信が新工場を完成さ
せた．2001年 10月に中国政府から電話機の製造権を取得したことを受けての対応だ．投資額は数
億円規模で，北米市場で普及している CDMA One端末を生産し，全量を中国国内で販売する計画
だった．2003年度には 100万台の出荷を見込んでいる．
・京セラ
2001年 12月に貴州省貴陽市の電子機器メーカーの振華科技と共同で京セラ振華通信設備を設立
した．現在，中国の携帯電話では GSM方式が主流となっているが，2002年から国内 300以上の都
市で CDMA方式のサービスが開始される．これに伴い，京セラ振華通信設備が 2002年 1月から中
国市場向けに CDMA方式の携帯電話端末の生産を開始している．これに加え，PHS端末の生産ライ
ンも整備することで，2002年春から生産をスタートさせることにした．年間 200万台規模でスター
トさせる計画で，生産が軌道に乗った段階で日本国内での生産を中止し，全量を中国生産に切り換
える方針だ．日本メーカーが海外で PHS端末を生産するのは初めてのことになる．また，2002年夏
にも北京市内に通信技術の研究開発拠点を設け，中国における通信機器事業に弾みをつけた．
また，京セラ振華通信設備と北京郵電大学と連携し，同大学内に R & Dセンターを設立した．現
在，研究体制や人員規模などを検討しているが，通信技術をターゲットに特にソフトウェア開発に
重点を置く．京セラが中国に R&D拠点を設けるのは初めてのことになる．端末の生産拠点とソフ
トウェア開発拠点を整備することで，中国の通信機器市場で主導権を握りたい考えだ．
・三洋電機
2002年 1月から中国で CDMA One方式携帯電話の生産・販売を開始させた．1995年に中国の情報
大手である中国普天信息産業集団傘下の天津電話設備廠と共同出資で，天津三洋通信設備（天津市）
を設立していた．従来，コードレス電話などを手がけてきたが，2001年末に中国政府から携帯電話
の生産・販売と輸出の認可を得たことで踏み切った．工場で製造した端末は，2001年 12月末から
CDMA方式の携帯電話サービスを開始するチャイナユニコム向けに供給し，2002年 1月に 7都市で
開始する高速の CDMA2000 1Xに対応した端末も生産していく．
当面，年間 150万台を生産する計画で，CDMA One方式の端末生産で中国でのシェア上位 3社入
りを目指す．将来は第 3世代サービス向けの次世代端末の生産も計画しており，天津三洋通信設備
の生産能力を年 600万台規模にまで引き上げる計画だ．なお，CDMA One方式では中国にある京セ
ラや東芝の合弁会社も 2001年末に事業認可を受け，初年度の生産台数は東芝が数十万台，京セラが
24万台を計画していた（http://www.mca.co.jp/mnl/maker/20020201.htm xv）より）．
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3.3. 中国国産携帯電話機企業
このように国外メーカーが中国携帯電話機市場を独占していたような状況でも，国内メーカーは
甘んじて遅れをとっているわけではない．2000年には 10数種類の国産ブランドが出現し，2003年
新春には，国産メーカーの巻き返しが見られ，競争も激しくなっている．
政府は過当競争を避けつつ国内メーカーの育成を図るため，「生産指定企業」認定制度を設けると
ともに，これらへ資金援助を行っている．政府は 2003年までに国産比率を 50％とする目標を定め
ている．しかしこのような状況でも，国産メーカーの挑戦も続いている．国内携帯企業の生産状況
から見てみると，10数社の国内携帯電話機生産企業は着実に発展を遂げているといえる．新ブラン
ドの続けざまの登場は国産メーカーの挑戦でもある．2001年の観測としては，国産メーカーによる
携帯電話機生産能力は 200万台，中国市場への総供給量のわずか 15％に過ぎない．2003年には 30％
から 50％になる見込みであるとはいえ，依然国外メーカーの壁は高い．国産の携帯電話機は性能的
にもデザイン的にもまだまだ国外ブランドと拮抗し得ないのが現状だ．だから，外国メーカーと国
内メーカーの携帯電話機市場におけるマーケット・シェアの不均衡現象は，まだまだ解決しなけれ
ばならない（http://news.searchina.ne.jp/2001/0223/it_0223_003.shtml xvi）より）．
次に，中国国産携帯電話メーカーの売上げトップ 3社を紹介する．トップ 3社とは TCL，科健，
波導（BIRD）の 3社のことである（http://news.searchina.ne.jp/2002/0516/stockname_0516_006.shtml xvii）
より）．
（1）TCL社
中国有数の総合電器メーカーである TCL国際控股有限国際の傘下である TCL移動通信国際であ
る．
事業内容は電話機，携帯端末，リチウム電池など通信機器の生産販売だったが，ここ数年はより
高度な通信技術企業へと変貌しつつある．メディア主催の「第 1回中国移動電話ユーザー意識調査」
でも TLCの携帯は「最も高級な国産品」と評価され，国産ブランドの自信と名誉を確立したとして
中国人に広く認められている．
2002年，国内で生産された携帯端末（GSM，CDMA含む）台数は 1億 3155.37万台．うち，モト
ローラが 3749.9万台生産し，輸出を除いた国内販売分は 1872.4万台となっている．第 2位はノキア
で，生産台数 3228.7万台，販売 1134.74万台となっている．TLCは 670.55万台販売し，第 3位にラ
表 3　中国携帯電話機のメーカー（http:/www.younet.com/info/phone/ xiv）より）
中国国産携帯電話
科健 東信 厦華 TCL 大顕 熊猫（PANDA） 中興 康佳 波導（BIRD）
南方高科 海尓 首信 厦新（amoisonic） CECT 海信 大唐 普天東芝
TOP 浪潮 聯想（LEGEND HOLDINGS）中橋 多普達 適比特 万利達 UT
楽華 桑達 金立
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ンクイン．国内市場シェアトップ 5のうち，国産ブランドが 2社入り，第 3位であったシーメンス
は第 5位にランクダウンした（http://news.searchina.ne.jp/2003/0213/it_0213_002.shtml xviii）より）．
（2）科健社
中国科健株式会社は 1984年に成立され，中国科学院に属する携帯電話会社である．
現在科健社は中国で最大の CDMA電話機のメーカーであり，韓国の三星と提携している．CDMA
携帯電話機の生産面では，国産メーカーと国外メーカーとの競争は GSM電話機のように激しくな
いため，科健は特に CDMA電話機の生産を重視している．
2002年の販売量は 537.14万台だったが，2003年の販売計画は，2004年に 1000万台の CDMA携帯
電話機の生産量を完成することである（http://www.ke-jian.com/news/company/news20021031a.htm xix）
より）．
（3）波導（Bird）社
中国最大手の携帯電話機メーカー
Bird社は，寧波に本社を置く中国トップクラスのエレクトロニクス企業である．1992年に設立さ
れ，主に通信機器の開発と製造を専門としつつ，ポケットベル，ハンドヘルド PC，機器システム，
携帯電話アクセサリなど幅広い製品を手がけている．Bird社は，2000年ロイヤル・フィリップス・
エレクトロニクス（本社：オランダ，アイントホーヘン　以下フィリップス）と，GSMハンドセッ
ト・デザイン改善に重点をおく長期的提携を行うと発表した．この提携による初の開発プロジェク
トでは，中国市場をターゲットとした最先端の折りたたみ式携帯電話を開発した．Bird社の新しい
GSM携帯電話機には，フィリップスの実績ある半導体システム・ソリューションが採用された．2002
年には，携帯電話機約 500万台の出荷をしていた．2004年までに最先端の携帯電話が多数普及する
ことを期待している（http://www.elisnet.or. hjp/news/pdf/phi020723.pdf xx）より）．
4．中国携帯電話事業の歴史
現在中国の携帯電話事業は，旧郵電部系の中国電信から分離した「中国移動通信集団」と，旧電
子工業部・鉄道部等が設立した「中国聯合通信」が提供しているが，携帯電話サービスは元々，中
国唯一の電信事業者である中国電信（チャイナテレコム）によって提供されていた．中国聯合通信
は中国電信の圧倒的な強さを前に，シェアは伸び悩んでいたが，中国電信からチャイナモバイルが
正式に分離した後，競争が本格化した．こうした推移をたどる中国の電気通信産業を見るうえで，
1998年 3月の信息産業部（4.4章参照）の成立が一つの転換点となっていると思われる（丸川 2000）．
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4.1. 1998 年以前の通信行政
1980年以来，電気通信は政府直営事業として実施されており，通信行政と通信事業とは分離して
いなかった．管轄官庁は郵電部であり，郵電部は郵政と電気通信の両方を管轄していた．郵電部の
一機構として事業部門である国家電信総局（1994年以降の対外名称は中国電信）がおかれていた
（『移行期中国の産業政策』丸川知雄編 pp. 342–343から引用）．
4.2. 独占から競争の導入へ
1990年代初めまで，中国の電気通信は郵電部による独占事業であった．1994年，政府直営事業は
国企業へと転換する．すなわち 1994年，国家電信総局は郵電部から分離し，中国電信と対外名称を
変えた企業法人となった．中国電信は郵電部のもとで管理してきた主要な電気通信業務と資産を継
承したため，市内電話，長距離電話，国際電話，移動通信など広く経営する大型通信業者となった．
また，中国電信の成立と時期を同じくして，基本電気通信分野で新規参入が実現する．すなわち
1993年 12月 14日，国務院の認可により中国聯合通信有限会社が成立したのである．中国政府は電
信市場をより発展させ，促進するために中国第二の総合通信事業者として，チャイナユニコムを設
立した．国務院はチャイナユニコムに，移動体通信，市内通話，長距離通話業務を経営することを
許可した（『移行期中国の産業政策』丸川知雄編 p. 348から引用）．
4.3. 競争導入の背景
1980年代に電気通信産業は急成長したが，90年代以降の発展はさらに目覚しく，90年から 97年
までに，中国電信の売上高の年平均伸び率は GDP成長率より 30％も高かった．中国電信の通信網
は世界第 2位の規模となり，中国電信は収入，利潤ともに非常に高い大型電気通信事業者に成長し
た．一方で，電気通信事業は政府の規制下に置かれ，特に基本通信サービスでは中国電信の独占が
保たれていた．基本通信サービスの場合，事業者の総費用に占める固定費用の割合が大きいことか
ら，参入できる企業は限られていた．そのような中から，専用網を持つ電子部，鉄道部が電気通信
サービスに参入しようとしたのがチャイナユニコムの設立された背景である．また中国のWTO加
盟問題において，通信サービス分野はさらに改革に力を入れなければ情勢に適応できなくなるとい
う状況も競争導入の背景としてあげられる．政府は多様化，高度化する通信サービスの需要にこた
えるために競争の導入が必要であると認識していたのだ．しかし，1990年代に電気通信に導入され
た競争は，国有企業あるいは省庁同士の競争であり，民間企業の参入 8）を主とする先進国の自由化
パターンとは異なっている（『移行期中国の産業政策』丸川知雄編 pp. 350–351から引用）．
8）民間企業の参入：この民間企業の参入については，外国企業も交えた日本の事例が今後の中国政府の行政舵
取りに重要な示唆を与えるだろう．藤井（2002）を参照．
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4.4. 信息産業部の成立と中国電信の改組
1998年，行政機構の再編成により，郵電部，電子工業部，国家無線電管理委員会が統合して信息
産業部が成立した．信息産業部の成立は，技術革新が進む中で情報通信産業を育成し，経済・社会
の情報通信インフラを整備しなければ国際競争力を高めることができないという政府の危機感を反
映している．信息産業部の成立に続き，郵政と電気通信の分離，および企業機能と行政管理機能の
分離という 2つの分離が実施された．
政府は郵便事業と通信事業を分割し，そして中国電信を分割することで，「政府と企業間の癒着」
という弊害を排除しようとした．このように信息産業部は，チャイナユニコムの参入後も中国電信
が事実上独占してきた市場に，いっそうの競争を導入しようと考えていた．移動体通信の収入はす
でに中国電信の収入の 30％を占め，発展が著しかったため，移動体通信を分離することで中国電信
の独占状態を変えることができると考えていたのである．中国電信は 4つの事業別会社，すなわち
固定通信部門の「中国電信集団国際」，携帯電話のチャイナモバイル，衛星通信の「中国衛星通信集
団国際」及びページングの「中国尋呼通信集団国際」の 4事業体に分割された．一方チャイナユニ
コムは中国で唯一の多種通信サービス事業者として任命された．チャイナユニコムは，各地のチャ
イナユニコム支店に中国電信が分割してできた新生移動通信会社であるチャイナモバイルとの競争
戦略を展開した（『移行期中国の産業政策』丸川知雄編 pp. 355–356から引用）．
4.5. 中国電信の再編
最新の情報によると，中国電信は 2000年に分割されたばかりではあるが，またもや通信最大手で
ある中国電信を南北 2つの地域会社に分割することが決定された．南北各社はそれぞれの営業地域
内の市内網を引継ぐほか，全国をカバーする長距離伝送路については，30％を北部会社が，70％を
南部会社がそれぞれ受継ぐ．分割後も相互に回線を接続．カバーエリアは限定せずに，相互乗り入
れを可能としている．北部会社は，さらに，データ通信を行っている吉通通信（吉通）および中国
網絡通信（網通）と合併，「中国網絡通信集団国際」に名称を変更する．南部会社は従来の名前であ
る「中国電信集団国際」を承継する．
今後，チャイナモバイルや，チャイナユニコムなどを巻き込んで，さらに再編を進めるとの見方
がある．最終的には，現在 7社ある大手通信事業者を 3～ 5社に集約し，それぞれの通信会社に，
固定と携帯，データ通信など，それぞれのサービスの機能を持たせ，各社を競合させるとの構想が
あると見られている．図 5に再編の流れを示してある．
5．チャイナモバイルとチャイナユニコムの競争
中国は携帯電話ユーザー数ですでに米国を追い抜き，一躍世界最大の携帯電話市場になり，この
世界最大のモバイル市場では，中国電信から独立したチャイナモバイルとチャイナユニコムの 2社
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が今まさに激しい競争を繰り広げようとしている．
5.1. チャイナモバイル（中国移動通信集団）
チャイナモバイルのチ要は，以下のようである．
（1）会社名：チャイナモバイル（中国移動通信集団）
（2）成立日：2000年 4月 20日
（3）社長名：張立貴（Zhang Ligui）
（4）資本金：518億元（約 7,770億円）
（5）企業文化：
・企業使命：我々は限りのない通信世界を創造し，情報社会の棟梁となる事
・価値観：社会のため，企業のため更なる大きな価値を絶えることなく創造すること
・企業主旨：顧客への満足なサービスの追求
・企業精神：改革創新精神，タイムを争う精神，苦しみを耐える創業精神，パートナーシップ精神 
（6）子会社一覧：31社全額出資子会社（300以上の部分出資子会社）
上海移動通信有限責任会社，江蘇移動通信有限責任会社，福建移動通信有限責任会社，浙江移動
通信有限責任会社，広東移動通信有限責任会社，海南移動通信有限責任会社，河南移動通信有限責
任会社，天津移動通信有限責任会社，北京移動通信有限責任会社，広西移動通信有限責任会社，河
北移動通信有限責任会社，遼寧移動通信有限責任会社，山東移動通信有限責任会社，陜西移動通信
図 5　中国電信再編の流れ（http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2002/s2002H002.html xxi）より）
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有限責任会社，山西移動通信有限責任会社，寧夏回族自治区移動通信有限責任会社，貴州移動通信
有限責任会社，四川移動通信有限責任会社，湖北移動通信有限責任会社，内モングル自治区移動通
信有限責任会社，吉林移動通信有限責任会社，安徽移動通信有限責任会社，江西移動通信有限責任
会社，湖南移動通信有限責任会社，雲南移動通信有限責任会社，新疆ウィグル族自治区移動通信有
限責任会社，青海省移動通信集団国際，重慶市移動通信有限責任会社，甘粛移動通信有限責任会社，
黒龍江移動通信有限責任会社，香港移動通信有限責任会社．
（7）事業サービス：移動電話，移動音声，移動データ，IP電話，マルチメディア業務，計算機イン
ターネット国際ネットの運営など
（8）ブランド商品：全球通，神州行，移動夢網，139,138,137,136,135のネット接続番号など．
（9）従業員：11.45万人
（10）チ況：チャイナモバイルは移動通信業務を中核とする国有企業であり，電信業務を独占してい
た中国電信から独立したため，国内 GSM（一般に第 2世代モバイルシステムといわれている）分野
では一歩リードし，中国の沿海地域を中心に携帯電話事業を運営しており，ユーザー数では中国最
大の移動体通信会社である．全国 18の省（区，市）に 100％の出資子会社をもっており，また中国
移動（香港）の 100％株を所有している．GSM移動電話の交換容量は 1.37億戸，ユーザーは 9900万
人（2001年 10月まで），70以上の国にある 130ヶ移動通信ネットと国際業務を展開している．ネッ
ト規模とユーザー数は世界一である．また，1997年に，国際株式市場に参入し，現在の時価総額は
約 6.6兆円で，香港市場の主要インデックスであるハンセン指数において約 14％のウエートを占め
ている（2002年 12月現在）．良い経営業績及び巨大な発展潜在力があるため，たくさんの国の投資
を吸引し，16億ドル強の外資を創出した．アメリカの雑誌「フォーブス」によれば，チャイナモバ
イルは初めて，世界トップ 500企業にランク入りし，336位に到達した．
しかし，情報技術の急速な発展により，世界的傾向では GSMは徐々に GPRSシステムと CDMA
システムに取って代わられようとしている（http://www.chinamobile.com/jtgk/gsjs.htm xxii）より）．
5.2. チャイナユニコム（中国聯合通信有限会社）
中国聯合通信有限会社は，もともと GSM方式を採用していたが，現在は米国標準の CDMAOneに
乗り換えた．2001年末までに CDMAOneの拡張方式である CDMA2000 1Xを，既存周波数帯で商用
化する計画であった（http://www4.nikkeibp.co.jp/NCC/top10_news/ncc3252.html xxiii）より）．
（1）会社名：チャイナユニコム（中国聯合通信股分有限国際）
（2）成立日：1994年 7月 19日
（3）社長名：王建宙（Wang Jianzhou）
（4）子会社：30省に 300以上の子会社が設立された
（5）資本金：13億 3100万元（約 199.65億円）
（6）業務内容：携帯電話業務（CDMA，GSM），ポケベル事業，長距離電話，データ通信，IP電話，
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インターネット接続サービス
（7）チ況：チャイナユニコムは 2000年 6月 21日，22日に香港とニューヨークで同時上場を果たし
た．チャイナユニコムは，中国国内で CDMA方式ネットワーク運営のライセンスを所有する唯一の
企業である．中国第二の電話通信事業者．2002年 1月より CDMA方式によるサービスが中国で始め
て開始された．（http://www.chinaunicom.com.cn/index/ xxiv）より）．
5.3. チャイナモバイルとチャイナユニコムの競争
通信市場調査会社の英 EMCが 2002年 9月 4日に発表した調査報告によると，2002年 6月末現
在，世界で最も多くの加入者を抱える携帯電話キャリアは中国のチャイナモバイルだという．報告
によると，中国一国のみでサービスを展開するチャイナモバイルの加入者数は 1億 2300万人で，
世界各国でサービスを展開する Vodafoneを 2000万人以上上回っている．Vodafoneは 6月末現在の
加入者数が世界全体で約 1億人．EMCのシニアアナリスト，Elizabeth Hall氏は，「世界規模で投資
しているという意味では Vodafoneが首位だが，加入者数ではチャイナモバイルに後れを取ってい
る」とする．調査では，チャイナモバイル，Vodafone に続いて 3位は Deutsche Telekom，4 位は
チャイナユニコム，5位が NTTドコモ，6位が France Telecom，7位が SBC Communications，8位
が Verizon，9位が America Movil，10位が Telefonicaとなっている （http://www.zdnet.co.jp/mobile/
0209/06/m08.html xxv）より）．
一方，中国携帯電話市場では，2001年 6月時点で，チャイナユニコムの市場シェアは 24％，チャ
イナモバイルは 76％であった．1999年末のチャイナユニコムのシェアはわずか 14.2％であったこと
から，1年でその差は狭まっていることがわかる．チャイナユニコムは，2005年までに携帯電話ユー
ザー数を 8千万人から 1億人，市場シェアを 35％までに高めることを目標に掲げている．携帯電話
業務は 2社体制で競争が行われているため加入者増加の勢いは両社とも衰えを見せず，チャイナモ
バイルは 1年間で 2000万程度の新規ユーザーを獲得，一方チャイナユニコムは半年弱で 1000万の
新規ユーザーを獲得した（http://www4.nikkeibp.co.jp/NCC/top10_news/ncc3252.html xxvi）より）．
2001年 7月，チャイナモバイルの GPRS 9）試験サービスが全国 16省 25都市で開始された．また
同時に，チャイナユニコムの CDMAネットワークの建設も実施段階に入った．CDMAネットワーク
は，2002年の第 4四半期より正式に開通運営され，第 1期工程ではネットワーク規模は 1515万戸に
達し，全国 31省にまで拡大していた．これにより，チャイナモバイルとチャイナユニコムは移動通
信という領域で新たな競争をくりひろげることになった．この 2社の未来の行方は移動通信業界全
体の発展次第である．従来の GSM携帯が通話使用の極限に達した現在，GPRSや CDMAといった新
しいデジタル通信が今後中国における移動通信で主流となっていくことは疑いなく，あとは時間と
技術力が勝敗を決するといったところに来ていると言えそうだ（http://news.searchina.ne.jp/2001/0804/
9）GPRS：付録参照
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it_0804_003.shtml xxviii）より）．
6．中国の携帯電話の購入，料金及びサービス
中国では，携帯電話を契約して利用開始するまでの手順は日本と違って，まずは携帯電話機本体
を購入し，それに契約する電話会社の「SIMカード」（身分カード）と呼ばれる ICチップのカード
を買って，それを携帯電話機に差し込んで使うことになる．
6.1. 携帯電話の購入
携帯電話機の値段は，規格は違うが性能を考えると日本よりも大幅に高い．携帯電話機の価格は
700元～ 5000元（8500円～ 75000円）程度まで様々だが，最新機種で高機能なほど値段が高くなる．
だいたい 1000元～ 2000元（15000円～ 30000円）あたりの価格が多く，売れ筋もこの価格帯の物だ．
携帯電話機は中国メーカー製もたくさん売っているが，売れ筋はノキアやモトローラ，エリクソン，
パナソニックなどの外国メーカー製で，日本メーカーの物はパナソニックを始め，ソニーや三菱電
機ブランドのものがある．カラー液晶機はほとんど発売されていない．
図 6　中国携帯電話市場シェア推移（http://news.searchina.ne.jp/2001/1102/it_1102_002.shtml xxvii）より）
図 7　チャイナモバイルとチャイナユニコムの 2001年上半期売上構成
（http://news.searchina.ne.jp/topic/044.html xxix）より）
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契約して利用開始するまでの手順は日本と違って，まずは携帯電話機本体を購入し，それに契約
する電話会社の「SIMカード」（身分カード）と呼ばれる ICチップのカードを買って，それを携帯
電話機に差し込んで使うことになる．SIMカードには，契約した電話会社や電話番号などの情報が
記録されており，契約した人を識別するために使われる．だから，SIMカードを他の携帯電話機に
入れ替えることで，その携帯電話機を自分の携帯電話として使うことができる．
携帯電話機の購入と契約する会社の選択は全く別なので，GSM 対応の携帯電話機さえあれば
チャイナモバイル，チャイナユニコムのどちらの会社とでも契約でき，プリペイド式の SIMカー
ドを買って差し替えればプリペイド式携帯電話としても使うことができる．日本一度解約して別
な電話会社と契約するときに電話機も新しくする必要がないなど 10）日本の携帯電話より便利だ．
プリペイドカードを使って契約せずに使う場合は，電話機と SIMカードとプリペイドカードを買
うだけで通話できるようになるが，契約して使う場合は，身分証が必要だ．外国人の場合は，パ
スポート又は外国人居留証などの身分証明書と中国郵政備ポ（チャイナユニコムと契約する場合）
の口座や加入費（入網費），前払い通話料が必要になる（http://homepage2.nifty.com/d-gyoza/shouji/
shouji_rp.htm xxx）より）．
6.2. 中国の携帯電話料金
（1）双方式料金徴収方式
中国の携帯電話の料金徴収方式は双方式である．つまり，発信者と受信者の双方が通信料を払わ
なければならない．この徴収方式は主に以下の基準に基づいている．
1つ目の基準は，外国の料金徴収方法である．現在，大多数の国の携帯電話料金徴収方法は，携
帯電話の発信者のみから徴収するワン・ウェイ料金徴収方式であるが，中国の携帯電話業務は初期
に，アメリカの TACS信号システムが移動通信システムとして導入されたためアメリカの双方有料
の徴収方と同様の徴収方法が考慮された．2つ目の基準は郵政部の交付した『携帯電話のネットワー
クテクノロジー体制』の中で，徴収法の要求によるものである．3つ目の基準はユーザーが現実的
に支払えるコストを考慮して決定したということである．移動電話は通信する際，発信者側も受信
者側も限られた共用無線回路を使い，その上携帯電話機本体の価格が高いことによって，一方から
のみ料金を支払うことが非常に難しいのである．さらに全体のネットワークの流れが偏る可能性も
あり，通話品質に悪影響を及ぼす恐れがある．つまり移動通信自体はコストが高いために最初から
コストを基準にし，中国ユーザーの現実的な支払能力に応じた料金徴収方式を決定したのである．
10）日本携帯電話を購入する時，まずはサービス会社（ドコモ，au，J-フォン，TUKA）を選択，契約手続きを
する．電話機も勿論その選んだサービス会社の機種しか使えない．電話番号も電話機に付けてあるから，契約
したら，すぐに使えるようになる．中国のような「SIMカード」が要らない．しかし，一度解約したら，その
電話機は使えなくなるから，別な電話会社と再度契約する必要があるので，番号も変えなければならない．同
じサービス会社の今まで使っている機種のほかの機種を変えたい場合も，番号を変えなくてはならない．番号
を変えたくない場合は，追加料金がかかることになる．
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（2）ワン・ウェイの料金徴収方式について
1999年初め，国家計画委員会は情報産業部のワン・ウェイの料金徴収方式の国聴会を行い，情報
産業部の出したワン・ウェイ料金徴収方式に反対した．
まず携帯電話の発信者は毎分 0.4元から 0.5元の料金を払い，受信者は無料となる．固定電話から
かける場合は，固定電話の料金基準に追加的に毎分 0.2元納めることを加える．この追加的な部分
は，市内電話会社から中国電信の移動会社とチャイナユニコムに支払い，それによって携帯電話会
社側の損失を補う．電気通信の市場競争と料金政策を保護する視点に立って，国家計画委員会は携
帯電話の料金を双方向の料金から単方向料金にかえることには賛成しないと明言したのであった．
（3）各種サービスの携帯電話料金（チャイナモバイルの場合） 
「全球通」（5.1（7）（8）に参照）は通常の月固定費有りサービスであり，「神州行」（5.1（7）（8）
に参照）はプリペイド式である．
・電話を受ける時の料金：中国では電話の受け手も料金を負担しなくてはならない．契約地におい
て電話を受ける時は下表の「本地通話」料がかかる．契約地外で電話を受ける時は，市内からの
通話は「国内漫遊」料がかかる．市外からの通話はさらに長距離電話代も負担しなくてはならない．
・プリペイド式は帰国者のみならず，中国へ初めて訪れる短期訪問者や携帯電話をあまり使わない
在住者にもお勧めだ．日本からの連絡手段を途絶えさせてはいけないビジネスマンは，携帯電話
機は安いもので 800元ほど（約 12000円）で購入できるので，携帯電話を現地で購入して，プリペ
イド式としておけばよい．在住者でも，携帯電話を月に数時間しか使わない人は，プリペイド式
の方は電話代が安くつくはずだ（ただし，カードには有効期限があるので失効には注意）（http://
www.nicchu.com/life/l51.html i）より）．
全球通
契約場所の市内通話 0.40元／分
国内漫遊（契約場所以外での市内通話） 0.40元／分＋ 0.07元／ 6秒
国内長途（長距離電話） 0.40元／分＋ 0.07元／ 6秒
国際長途（国際電話） 0.40元／分＋ 0.80元／ 6秒
香港・マカオ・台湾への長距離電話 0.40元／分＋ 0.20元／ 6秒
神州行
契約場所の市内通話 0.60元／分
国内長途（長距離電話） 0.80元／分＋ 0.07元／ 6秒
国内漫遊（契約場所以外での市内通話） 0.60元／分＋ 0.07元／ 6秒
国際長途（国際電話） 0.60元／分＋ 0.80元／ 6秒
香港・マカオ・台湾への長距離電話 0.60元／分＋ 0.20元／ 6秒
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6.3. 購入するまでの流れ
携帯電話が使えるようになるまでの流れは以下のようになる．プリペイドカードの場合は郵政備
ポ 11）の口座なども必要ないので，もっと簡単な手順で済む．
1．サービスや料金，費用などを聞いて自分に必要なサービスが受けられるかを確認．
2．必要な書類や金額を聞いて事前に用意する．
3．携帯電話のメーカーや機種を選ぶ．
4．契約する会社を選ぶ．世界中で通話したい場合などは保証金も必要になる．
5．身分証明書のコピーをお店の人が取っている間に，6に進む（同時進行）．
6．電話番号を選ぶ．
携帯電話の桁数も日本と同じく 11桁になっている．8が入った番号が人気で，4が入った番号
は不人気らしい．ゴロが良い番号と良くない番号の一覧が 2列に別々にならべて書いてあって，
その表から番号を選んだ．ゴロが良い番号は選ぶのにこの店では 50元程度のお金がかかるらし
く，ゴロが良い番号の方の一覧の下には 50元という値段が書いてあった（これは店によって違
うだろう）．
7．通常は，電話機代金，入網費（日本の契約事務手数料に相当する），SIMカード代金，先払い通
話料金を払うことになる．プリペイド式の場合は入網費が不要．2001年 7月 1日より入網費は
チャイナモバイル，チャイナユニコムともに無料となった．
8．身分証と中国郵政備ポの通帳（プリペイド式の場合は不要）を受け取る．
9．お店が独自に出している保証書にサイン．
10．電話機の保証や故障時の対応などの説明を受ける．
今回購入したお店の場合，お店の保障がついていて，初期不良は 1週間以内なら交換してくれ
る．故障した場合も 1年保証で修理してくれる．
11．電話機や充電器，説明書など一式を受け取った．購入した端末専用のケースも付けてくれた．
もう，この時には電話機が使えるようになっている（電池が少ないのですぐに充電する必要が
あるが）（http://homepage2.nifty.com/d-gyoza/shouji/shouji_line.htm xxxii）より）．
7．次世代携帯電話
次世代携帯電話とは，1999年 3月，ITU（国際電気通信連合）が世界標準として決定した携帯電
話の国際標準規格の総称である IMT-2000（International Mobile Telecommunication-2000の略）の 2方
11）郵政備蓄：（6.1章を参照）プリペイドカードを使って契約せずに使う場合は，電話機と SIMカードとプリペ
イドカードを買うだけで通話できるようになるが，契約して使う場合は，身分証が必要だ．外国人の場合は，
パスポート又は外国人居留証などの身分証明書と中国郵政備蓄（チャイナユニコムと契約する場合）の口座や
加入費（入網費），前払い通話料が必要になる．
朱　暁鷹・山田　昌孝：中国の携帯電話の普及実態 149
式である CDMA2000とW-CDMAの採用を決定した．CDMA2000…北米方式（アメリカのクアルコ
ム社が開発），日本では KDDIが採用している．2000年には，世界のどこでも使える携帯電話の規格
を作るという意味である（http://www.gifu-keizai.ac.jp/~kago/keieigaku11.htm xxxiii）より）．
中国の場合，チャイナモバイルは現在 GSM方式を採用しているため，次世代でも欧州方式を踏
襲し，W-CDMAに移行するとの見方が有力である．現在北京と深センで 3G開発研究と技術ネット
ワークテストに着手，2003年から 2004年にかけてW-CDMAサービスに乗り出す意向だった．ただ
し設備価格が不明なため，同社では必要な投資価格がいかほどかは不明としている．
一方，チャイナユニコムは今回構築する通信網を基盤に次世代で CDMA2000を採用し，CDMA技
術に基づいた携帯電話試験サービスネットワークをいち早く打ち出した．CDMAの第 1期工事の建
設中に，300の重要都市をカバーし，1515万人の容量をもつ CDMAネットワークが確立されつつあ
る．チャイナモバイルとの違いを鮮明に打ち出したい意向を示している（http://news.searchina.ne.jp/
2001/1102/it_1102_003.shtml xxxiv）より）．
8．お　わ　り　に
本稿では，ウエッブ上に点在する多数の情報を精査・収集して，日進月歩の中国携帯電話市場の
全容を捉え，今後の市場構造の研究等の基礎知識を得る目的で述べてきたが，2章では，中国携帯
電話市場の成長について，3章では中国携帯電話機市場の勢力分布について，4章では中国携帯電話
事業の歴史について，5章ではチャイナモバイルとチャイナユニコムの競争について，6章では中国
の携帯電話の購入，料金及びサービスについて，7章では次世代携帯電話について明らかにし，ほ
ぼその目的を達成できたと考える．
中国の携帯電話ユーザー数は世界一位にランクされるが，普及率は依然として低い．このことは
中国の携帯電話市場にはまだ広大な領域が残されていることを意味する．CDMAネットワークが整
備されるにつれ，中国の携帯電話ユーザーの伸び率は高い水準を維持している．それに加え，携帯
電話機の価格も次の数年間に使用者のニーズに呼応して調整するであろう．この巨大な中国の携帯
電話市場は世界中の通信事業者から最も注目を集めており，今後は中国のWTO加盟により中国市
表 4　中国が検討している次世代携帯電話の通信方式
（http://www.toyo-sec.co.jp/a_mitemite/a2_china/asia_r010725.html xxxv）より）
採用する通信事業者
主な技術開発企業
日米欧 中国
W-CDMA（日欧方式） NTTドコモ，
英ボーダフォン等
チャイナモバイル エリクソン，NEC等
Cdma2000（米国方式） KDDI，
米ベライゾン・ワイヤレス等
チャイナユニコム 米クアルコム
TD-SCDMA（中国方式） 未定 未定 独シーメンス，大唐電信等
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場への外資参入はさらに勢いを増し，競争もさらに激化するであろう．そうなれば国内事業会社だ
けでなく，世界との激しい競争を勝ち抜いていかねばならない．国境を越えた提携も進み，各社は
新規契約者の獲得を狙いサービスを提供していくだろう．また，世界の携帯メーカーが押し寄せ，
中国の携帯電話機市場は国内メーカーの応戦，そして各通信事業者が今後どのような機能を提供し，
どのようなサービスを展開していくのか等，今後も注目していかねばならない．
参　考　文　献
藤井耕一郎（2002年）『通信崩壊―IT革命と規制緩和の結末』草思社
丸川知雄編（2000年）『移行期中国の産業政策』日本貿易振興会 アジア経済研究所
河村公一郎（2001年）「中国携帯電話ユーザーが 1億人突破」『KDD総研 R&A』，5月号，p. 22–p. 24.
人民日報日本語版（2003年 4月 28日）http://j.people.ne.jp
中国聯合通信有限会社（チャイナユニコム）（2003年 4月 28日）http://www.chinaunicom.com.cn/index/ xxiv）
中国移動通信集団（チャイナモバイル）（2003年 4月 28日）http://www.chinamobile.com/main/default.asp xxii）
付録：Mobile予備知識
GPRS：General Packet Radio Serviceの略．一般的に第 2.5世代（2.5G）と呼ばれる GSM方式を利用した携帯電
話によるデータ伝送技術．
CDMA：Code Division Multiple Accessの略．つまり符号分割多重接続．無線通信方式の 1つ．
W-CDMA：Wideband Code Division Multiple Accessの略．NTTドコモやエリクソン社などが開発した次世代携
帯電話の通信方式．ITU（国際電気通信連合）が標準化を進めている次世代通信方式 IMT-2000の日欧標準
案として提案されている．
GSM：Global System for Mobile Communicationsの略．欧州で規格が統一された携帯電話機の標準規格で，世界的
に最も普及しているデジタル方式の第二世代携帯電話．ちなみに普及状況で GSMに次ぐのが，米国を中心
とした CDMAOneである．
世界の携帯電話方式：
・アナログ時代（第一世代，G1）
ハイキャップ方式：NTT
TACS方式：モトローラ
・デジタル時代（第二世代，G2）
PHS（Personal Handy-phone System）
表 6　各世代の携帯電話（http://www.gifu-keizai.ac.jp/~kago/keieigaku11.htm xxxiiii）より）
80年代 90年代 00年代 10年代
世代 一世代 第二世代 第三世代 第四世代
アーキテクチャ アナログ無線方式 デジタル無線方式
基本設計構造 FDMA TDMA CDMA ?
特徴 音声中心 音声＋低速データ
通信
音声＋中速データ
通信
高速データ通信＋
音声W-LAN等
とのシームレス化
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PDC（Personal Digital Cellular system）
GSM（Global System for Mobile Communications）
・CDMA One（2.5世代携帯とも．G2.5）
・次世代携帯（G3）
IMT-2000：W-CDMA・CDMA2000
（http://wagang.econ.hc.keio.ac.jp/jiaoxue/cit/shouji.html xxxvi）より）
注
i）http://www.sfcom.com/Japanese/china2001/Justchina08/kaseiryu08.htm
―8月 15日中国の携帯ユーザー数，世界トップ―
中国情報産業部の発表によると，7月末時で中国の携帯ユーザー数は 1.206億人に達し，アメリカの 1.201億
人を抜いて世界トップに．今年に入って携帯の普及率はさらに伸び，100人に 9.2台の所有となり，いまや携
帯は当たり前に．
ii）http://www.ntt.com/sh/shrepdailynews/news.htm 
―中国携帯電話の利用者数はアメリカを超え世界一に（2001年 8月 15日）―
情報産業部によると，中国携帯電話利用者数は 7月末時点で 1.206億人に達し（そのうち，中国移動 8882.3
万人，中国聯通 3178.2万人），アメリカを超え世界一になった．今年に入ってから，中国の電話の普及率は
更に伸び，現在，中国では携帯電話普及率は 9.2台／ 100人で，昨年の年末より 2.5%増加した．但し，最近
新たに加入した利用者は殆ど個人ユーザで，トラフィックが伸び悩んでおり，利用者数の増加とタリフ増加
の間の格差が拡大している．新たに加入した携帯利用者のうち，プリベイドカード式の利用者は 40%以上を
占めており，一人利用者の毎月の利用支出は昨年同期の 124元から 90元に下がっている．“十五”の計画に
より，中国移動通信産業は毎年 20%以上の伸び率を保持としており，2005年末に，中国大陸の携帯電話利
用者数は 2.6億人を超す見通し．また，中国電信業全体も高速な伸びを続けている．今年上半期の電話利用
者は 5,167.2万世帯を増加し，2.81 億世帯に達した．現在，中国情報産業部の産業規模はすでに工業部門の
トップに踊り出，製品の輸出は国の対外輸出の主力軍になった．
iii）http://www.jcd.co.jp/tc1/m12.html
―中国情報通信市場の概況―
中国では急速な経済発展とともに，情報通信に関する需要は年々高まっています．中国情報産業部の統計に
よると，2002年 6月時点で，固定電話ユーザーが 1億 9,800万，携帯電話ユーザーが 1億 7,600万，ページャー
（ポケベル）ユーザが 2,507万となっています．普及率では，固定電話は 30.2%，携帯電話は 13.8%となって
います．とくに携帯電話市場では，中国移動（チャイナモバイル）と中国聯合通信（チャイナユニコム）の
2社体制となっており，中国移動が 1億 2,000万を超える加入者，70%以上のシェアを有する巨大なキャリア
となっています．中国情報産業省の予測では，携帯電話市場は 2005年まで加入者数が 3億台以上に拡大する
と予想しており，このうちの 40％（1億 2千万）のユーザーが，モバイル・インターネットを利用すると見
ています．
iv）http://www1.cei.gov.cn/govinfo/中国政府ネット
v）http://japan.cnet.com/news/loop/story/0,2000047870,20052810,00.htm
―中国ケータイ戦争第 2幕 2003年 3月 14日―
02年末，中国の携帯電話市場は 2億台の大台に上り世界一の市場となった．しかも，毎月 500万台のスピー
ドで市場規模を拡大し続けている．人口 13億人を擁する中国市場において，現在の 2億人というマーケット
は全体の 15％にすぎない．また，中国では，固定電話が 15％しか普及していない．こうした背景から，中国
の携帯電話市場に対する期待は大きい．「03年には 3億台」「先進国の平均的な携帯電話普及率は 50％だから
少なく見積もっても 4億台から 5億台」「2010年には 8億台」とバラ色の予測が飛び交う．この巨大な市場
に世界中のプレーヤーが集結した．モトローラ（米），ノキア（フィンランド），エリクソン（スウェーデン），
シーメンス（ドイツ），サムスン（韓国），LG（韓国）とトップブランドが名前を連ねる．中国には，中国移
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動（チャイナモバイル）が採用する GSMと，中国連通（チャイナユニコム）が採用する CDMAの二つの通
信規格が存在する．最も普及している GSM方式では，ユーザーは，通信オペレータから電話番号の載った
SIMカードを購入し加入者 IDを書き込む．この SIMカードを携帯端末に差し込めば自分の電話として使う
ことができる．欧州の方式と同じであり，通信オペレータが携帯端末をメーカーから買い上げて，通信オペ
レータのチャネルで販売する日本とは異なる．基本的に通信オペレータに対する OEM供給ではないため，
メーカーブランドが前面に出る．モデルチェンジのサイクル，デザインや仕様，サービス，そして価格まで
もが各メーカーの判断に委ねられる．在庫のリスクは持つが，売れれば売れただけ利益に直結する．いきお
い，市場での競争は熾烈を極めている．京セラ，東芝，三洋電機，パナソニックモバイル，NEC，ソニー（ソ
ニー・エリクソン）といった日本勢は，これまで，「消費者のニーズの変化が激しく市場が読めない」「通信
インフラの整備に先行して新サービスを発表する海外メーカーについていけない」（いずれも日本メーカー幹
部），といった状況で，シェア争いのかやの外に置かれていた．
vi）http://www.jcd.co.jp/tc1/m12.html図．中国情報通信市場のユーザー数
vii）http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2001/s2001H014.html
―携帯電話加入者が 1億を突破―
中国信息産業部（情報産業省）が，2001年 4月に発表したところによると，2001年 1月～ 3月の間に，中国
の携帯電話加入者は新たに 1,504万 8,000人増えて，ついに 1億人の大台に達し，1億 30万人となった．中国
移動の加入者は 7,581 万 7,000 人（シェア：75.6％），中国聯合通信が 2,449 万 7,000 人（シェア：24.4％）と
なっている．2000年の 1年間でも 4,179万増えているが，2001年に入っても，そのペースはまだ衰えを見せ
ていない．人口 100人当たりの携帯電話加入者数で示す携帯電話普及率は，全国で見れば 7.7％で，2000年末
より 1％増加したが，中国東部が 12.5％に対して，中部は 4.5％，西部は 3.9％で，地域間格差が依然目立って
いる．また普及率の高い上位 5省市は，北京市（27.7％），上海市（24.5％），広東省（18.4％），浙江省（15.2
％），福建省（13.3％）の順だった．
viii）http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2001/s2001TS149_3.html
―通信事業法の整備―
従来中国では電気通信事業法に該当する法が存在しておらず，外資への開放を前にその起草を急いでおり，
その過渡的なものとして 2000年 9月，「電信条例」が制定された．この条例により，通信事業は，固定電話
並びに携帯電話などの基本電信事業とそれ以外の付加価値事業に区分され，基本電信事業者については 51％
以上が国有であることが求められている．また，基本電信事業者は主管庁である情報産業部の免許が必要と
される．しかしながらこの条例は電気通信規則のごく原則的な事項のみを定めたもので，通信市場がどのよ
うに開放されていくのか，その具体は今後出される関連細則の公表を待たねばならない．なお，政府によれ
ば，外資規制関連規則が公布されるのはWTO加盟が実現した以降となる模様である．
ix）http://www.chinamobile.com/main/default.asp中国移動通信ホームページ
x）http://www.news.searchina.ne.jp/2001/0801/it_0801_001.shtml
―携帯電話のアフターサービスに消費者の不満つのる（1）―
今年上半期，北京市消費者協会への携帯電話に関する苦情件数は 232件あり，そのうち品質関連が全体の 49
％，アフターサービス 24％，粗悪商品 15％，その他 12％であった．15のメーカー各社の商品に対し消費者
からの苦情があり，なかでも多かったのは，モトローラ，ノキア，サムソン，エリクソン，シーメンス，パ
ナソニック，アルカテルの 7メーカーである．品質に関する苦情で最も多かったのは購入 1ヶ月以内で故障
したというもの．なかには修理のために遠くの街まで何度もしを運んだが，再び故障し，最の的には販売の
に返品交換を要求したが拒否され，仕方なく協会へ訴えた人もいる．販売のとメーカーは，責任をなすり合
い自ら問題を解決しようとはしない．ある人は購入 2日後に故障し，販売のとメーカーにかけあったところ，
双方ともに「こちらの責任ではない」と言われたという．消費者は，販売のとメーカーの間を往復すること
になり，誰も責任を持って消費者の問題を解決しようとはしない状況が露呈している．北京サムソンの代理
販売のによれば，市消費者協会を通じて来た苦情のうち，偽物，粗悪商品についてが半数以上を占めるとい
う．購入後，使用中に回線がとぎれるので修理に出すと，なんと古い部品を使った粗悪商品であることがわ
かった例もある．メーカー各社と販売のは激しい市場競争に勝つため，修理，返品，交換を保障する「三包」
制を定めたり，「購入後 15日以内に，品質欠陥があれば交換可能」を売り文句に宣伝を行っている．しかし
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販売のの「交換可能」は口約束で，実際返品に行ったら拒否されたケースもある．
xi）http://www.mainichi.co.jp/digital/mobile/archive/200302/19/
―チャイナ・ユニコムが世界初の「GSM1x」試験サービス―
米クアルコムは 18日（米国時間），「CDMA2000 1X」方式の第 3世代携帯電話サービスを，第 2世代の GSM
方式の通信設備を利用して実現する「GSM1x」の試験サービスが，中国江蘇省で実施されると発表した．同
国第 2の携帯電話会社チャイナ・ユニコムが実施するもので，世界初の試みとなる．CDMA2000は，日本で
は KDDIが採用しており，クアルコムは同方式を推進するリーダー企業．CDMA2000は各国で採用が進んで
いるが，中国をはじめ第 2世代で GSM方式を採った国では，新たな設備が必要になることが普及を妨げてい
る．これらの国にも CDMA2000を売り込んでいくため，GSMの設備をそのまま生かせる「GSM1x」を考案
した．試験サービスは同省蘇州市で，第 2四半期から開始される．中国の携帯電話会社は，旧国営系のチャ
イナ・モバイルがシェア 7割を握り，「新電電」的存在のチャイナ・ユニコムがシェア 3割で競争している．
両社とも GSM方式を採っているが，チャイナ・ユニコムは新市場を開拓するため，昨年から CDMA方式の
サービスも開始した．中国政府が両方式を競わせて，サービスの質を高めたい意向であることも反映してい
る．チャイナ・ユニコムは年内に CDMA2000方式の第 3世代サービスを始めるが，GSM1xの採用で設備投資
費用を抑える．また，既存の GSM方式の顧客にも CDMA2000サービスを提供できる．
xii）http://www.geocities.com/Tokyo/Harbor/1157/file-014.htm
―中国携帯電話の最新情報―
【携帯電話の加入権値下げ】
10月 20日より中国電信（チャイナテレコム）は携帯電話の加入権・初期費用を 1750元から 1450元に一気に
300元引き下げた．例によって前触れもなく発表し，即日実施ということで中国らしいが，値下げ前に買っ
たばかりの人はガックリだ．
【チャイナユニコム（中国聯通）の躍進 】
中国電信に対抗して作られたいわゆる第 2電電である．通称 130の携帯電話は加入権が現在 900元程度と割
安なため，加入者が増えている．北京，天津，上海の限定版という存在で極めて特殊品という印象だった 130
だが，沿岸部の主要都市は既に殆どカバー出来ているため，日常で使うには全く問題ないレベルに来ている．
現在の感触で 100人に 7，8人は聯通のユーザーであるようだ．利点としてユーザーの絶対数が少ないため
か，普通の携帯では今までどうしようもない状況だった地点で非常に繋がりやすい．例えば北京の首都空港，
国貿センタービル周辺でも直ぐにかけることが出来る．方式も GSM，SIMカードを差しこんでいるだけなの
で，電話機種も 139の方と全く同じである．
【CDMA/GSMのダブル方式の電話が登場】
11月から新しい形式である CDMA携帯電話のサービスが北京で始まる．CDMAは次世代携帯電話というこ
とで，将来世界の統一規格になる可能性が高い．日本でも関西の方でサービスが始まるらしいが…CDMA，
まだエリアは北京市内限定であるが，モトローラ社製の対応する電話機が既に発売されている．加入権，ス
ペア電池などフルセット揃えると 5000元近くになる．また，今までの GSM規格の周波数（900MHz）と新し
い GSM1800MHzの両方を使える電話機が出ている．前述の通り，GSM は爆発的加入増のためか全く繋がら
なくなるケースが頻繁に発生する．繋がらない場合は新しい周波数を選択し電話をかける．周波数帯が 2つ
あると言っても電話番号は 1つなので，この辺は自動で切り替えてくれるようだ．現地の新聞にも「双頻」
という名称（周波数が 2つある）で紹介されているので，新聞に目を通す機会があれば注目頂きたい．
xiii）http://news.searchina.ne.jp/2001/0224/it_0224_001.shtml
―中国携帯電話市場の勢力分布―
アメリカの携帯企業最大手であるモトローラが最も早く，かつほとんど唯一中国の携帯市場に進出した企業
であり，以前はこの絶対的利点によって，中国携帯市場を独占していた．当時モトローラが提供した 8900型
や 9900型の携帯電話は「大哥大」と呼ばれ，中国語の 1つとして定着した．しかし 1994年に GSM（Global
System for Mobile）方式が普及後，国外企業大手がこぞって中国市場に進出，モトローラはこの市場変化に
対応できず，その地位を明渡す以外に道がなくなった．中国携帯市場の観測結果に基づくと，スウェーデン
大手メーカーのエリクソンが 1番最初に中国国内の GSM携帯市場で第 1位を獲得，しかし 2000年上半期以
降，同社の中国における業務成績は明らかに下降，2001年 1月現在，その市場占有率は 10％程度となってい
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るということだ．ここ数年の市場状況から見てみると，北欧フィンランドの雄ノキアの中国市場における占
有率の上昇が目立つ．1999年 GSM市場では第 3位であったが，2000年は猛反撃，年末には中国 GSM市場で
トップに踊り出た．2000年 8月の時点で，ノキアの中国携帯市場における占有率は 36％に達している．ドイ
ツのシーメンスは 2000年の中国携帯市場占有率が 15％という好成績，韓国の三星は一貫して CDMA（Code
Division Multiple Access）方式携帯の宣伝と販売に力を注いできたが，2000年初めに路線転換，GSM市場に
進出し，短期間内に無視できない占有率を確保し始めている．国内携帯企業の生産状況から見てみると，10
数社の国内携帯生産企業は無から有へ，着実に発展を遂げているといえる．新ブランドの続けざまの登場は
国産メーカーの挑戦でもある．しかし，2001年現在でも観測としては，国産メーカーによる携帯電話生産能
力は 200万台，中国市場への総供給量のわずか 15％に過ぎない．2003年には 30％から 50％になる見込みで
はあるとはいえ，依然国外メーカの壁は高い．国産の携帯電話は性能的にもデザイン的にもまだまだ国外ブ
ランドと拮抗し得ないのが現状だ．
xiv）http://www.younet.com/info/phone/　中国携帯電話ネット
xv）http://www.mca.co.jp/mnl/maker/20020201.htm
―NECや松下通信工業などのメーカも中国で奮闘―
日本国内の端末メーカも続々と中国向けへの展開に動き出している．以下に各社の 2001年後半以降の動向を
まとめてみた．
海外展開スケジュール（中国）
・NEC
中国で 3Gを普及させるため，松下通信工業と共同で中国の大手通信事業者と端末を共同開発する計画だ．
2001年内に共同出資会社を設立し，2003年の実用化を目指している．台湾メーカから OEM調達することで，
2002年 2月までに販売を開始し，2002年 3月までに十数万台を販売する．
端末事業以外にも基地局などの販売強化では，現地法人の NEC中国に設置した 3G本部を順次増員し，販売
スタッフを現在の 20人から 2003年までに 500人に増やす計画だ．現在，中国は 3Gについて，3つの方式の
中から採用することを検討しているが，NECではW-CDMA方式を売り込んでいく考えだ．さらに交換機の
工場がある天津には技術支援の部隊を配置し，実用化実験に合わせて中国全土に派遣する．
・松下通信工業
年月 概要
2001. 8 富士通，華南理工大学と提携
→中国で TD-SCDMAの実用化
→ 2002夏から実証試験開始予定
2001.10 松下通信工業，米 UTStarcomと提携
→中国での 3G向け基地局事業強化
2001.11 松下通信工業，中国で大連松下通信ソフトウェアエンジニアリングを設立
→ソフトウェア開発強化
2001.12 NECと松下通信工業，中国で共同出資会社を設立
→中国の大手通信事業者と端末を共同開発
→ 2003年の実用化
2001.12 京セラ，京セラ振華通信設備を設立
→ CDMA生産
2002. 1 東芝，中国で cdmaOneを生産し，全量を中国国内で販売
2002. 1 三洋電機，天津三洋通信設備が cdmaOneの生産・販売開始
2002～ 松下通信工業，中国で 2.5G端末を投入
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2001年 10月に米 UTStarcomと 3G向け基地局事業で提携している．端末事業では国内最大手となる松下通信
工業だが基地局事業では出遅れていたため，中国の PHS基地局システムで実績のある米 UTStarcomと組むこ
とで，中国向けの 3G基地局ビジネスに本格参入する．松下通信工業が基地局，米 UTStarcomが交換機や各
種サーバ，両社で基地局制御装置の開発を担当し，W-CDMAに対応した基地局システムを共同で開発・販売
していく．なお，今回の提携では中国が推進する TD-SCDMAにも対応するという．
また，中国でのソフトウェア開発体制も強化している．現在，端末開発ではソフトウェアの比重が増してお
り，人件費が安く優秀な人材を確保しやすい中国もソフトウェア開発における最重要拠点として位置付ける．
2001年 1月には松下電器産業の R&D拠点の松下電器研究開発（CMRD）内に，携帯電話端末向けソフトウェ
ア開発を行う先端移動通信研究所（AMCL）が設立されている．大連市にも携帯電話端末向けソフトウェア
の開発を行う新会社の大連松下通信ソフトウェアエンジニアリング（DLMSE）を設立し，当初の約 20人を
今後 4年間で開発要員を 200人体制へ増員し，北京市にある拠点とともにソフトウェア開発の中核拠点に育
てていく．DLMSEは松下通信工業のソフトウェア開発子会社である松下システムエンジニアリングが全額出
資（2億円）で設立した．
・富士通
2001年 8月に中国独自の通信規格に基づく 3Gシステムの実用化に乗り出している．広東省の華南理工大学
と提携し，2002年夏までに端末や交換機を含めたシステム全体の設計方針を固め，現地で実証試験に入る計
画だ．TD-SCDMA方式と呼ばれる通信規格は国際標準化機関が認定した 3Gの国際標準の 1つとなっており，
独自方式にこだわる中国が導入する可能性は高いとみて，携帯電話の普及が進む広東省を事業化のモデル地
区とする考えだという．TD-SCDMA方式を巡り，日本企業が中国側と提携するのは初めてのことで，富士通
研究所や北京にある富士通研究開発中心を通じ，華南理工大学の教授や大学院生と開発を進めていく．
・東芝
2002年 1月に中国の通信事業者と 2000年設立した合弁会社の南京普天王芝通信が新工場を完成させる．2001
年 10月に中国政府から電話端末の製造権を取得したことを受けての対応だ．投資額は数億円規模で，北米市
場で普及している cdmaOne端末を生産し，全量を中国国内で販売する計画だ．2002年度に数十万台，2003年
度には 100万台の出荷を見込んでいる．
・京セラ
2001年 12月に貴州省貴陽市の電子機器メーカの振華科技と共同で京セラ振華通信設備を設立した．現在，中
国の携帯電話では GSM方式が主流となっているが，2002年から国内 300以上の都市で CDMA方式のサービ
スが開始される．これに伴い，京セラ振華通信設備が 2002年 1月から中国市場向けに CDMA方式の携帯電
話端末の生産を開始している．これに加え，PHS端末の生産ラインも整備することで，2002年春から生産を
スタートさせることにした．年間 200万台規模でスタートさせる計画で，生産が軌道に乗った段階で日本国
内での生産を中止し，全量を中国生産に切り換える方針だ．日本メーカが海外で PHS端末を生産するのは初
めてのことになる．また，2002年夏にも北京市内に通信技術の研究開発拠点を設け，中国における通信機器
事業に弾みをつける．
また，京セラ振華通信設備と北京郵電大学と連携し，同大学内に R&Dセンターを設立する．現在，研究体
制や人員規模などを検討しているが，通信技術をターゲットに特にソフトウェア開発に重点を置く．京セラ
が中国に R&D拠点を設けるのは初めてのことになる．端末の生産拠点とソフトウェア開発拠点を整備する
ことで，中国の通信機器市場で主導権を握りたい考えだ．
・三洋電機
2002年 1月から中国で cdmaOne方式携帯電話の生産・販売を開始させた．1995年に中国の情報大手である
中国普天信息産業集団傘下の天津電話設備廠と共同出資で，天津三洋通信設備（天津市）を設立していた．
従来，コードレス電話などを手がけてきたが，2001年末に中国政府から携帯電話の生産・販売と輸出の認可
を得たことで踏み切った．工場で製造した端末は，2001年 12月末から CDMA方式の携帯電話サービスを開
始する中国連合通信（チャイナユニコム）向けに供給し，2002年 1月に 7都市で開始する高速の CDMA2000
1xに対応した端末も生産していく．
当面，年間 150万台を生産する計画で，cdmaOne方式の端末生産で中国でのシェア上位 3社入りを目指す．
将来は第 3世代サービス向けの次世代端末の生産も計画しており，天津三洋通信設備の生産能力を年 600万
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台規模にまで引き上げる計画だ．なお，cdmaOne方式では中国にある京セラや東芝の合弁会社も 2001年末に
事業認可を受け，初年度の生産台数は東芝が数十万台，京セラが 24万台を計画している．
xvi）http://news.searchina.ne.jp/2001/0223/it_0223_003.shtml
―中国携帯電話市場－携帯メーカーの攻防―
2000年末において，中国国内の携帯電話加入者数は 7000万を越え，かつ現在においても毎年 2000万の新規
加入があるといわれており，2001年末，大陸では少なくとも 8000万の SMS（Short Message Service）が使用
できる携帯電話利用者と 2000万のWAP（Wireless Access Protocol）方式を採用した携帯電話利用者となるこ
とが見込まれている．このような喉から手が出るような中国携帯市場，この市場に先んじたのは中国国内メー
カーではなく，国外の巨大企業であり，現状でもよく「おいしいケーキを切り分ける」と表現されるほどに
国外メーカーの影響力が強い．しかしこのような状況でも，国内メーカーは甘んじて遅れをとっているわけ
ではない．2000年の中国携帯市場には 10数種類の国産ブランドが出現，国産メーカーの数き返しが今後も
予想されている．今後依然しばらくは毎年 2000万づつ増えると見込まれ，数百億とも言われる市場の誘惑に
対し，国内メーカーの科健や海爾，TCL，康佳，波導，東信などいずれも非常に楽観的で，かつ闘志を燃や
している．しかし現状は，といえば，それほど甘いものではないようだ．このレポートは賽迪網に掲載され
たある調査報告に基づいて，それを編集翻訳したもので，中国市場における国内外携帯電話メーカーの実情
を探っていく．
xvii）http://news.searchina.ne.jp/2002/0516/stockname_0516_006.shtml
―南京パンダ：新機種登場，3強入りを目指す―
『証券時報』14日付報道によると，南京熊猫電子股フェン有限公司［香港上場，南京パンダ，0553］が株式
51％を保有している熊猫移動通信設備有限公司は，GM1920型と EMOL99型の 2新機種を登場させることを
明らかにした．熾烈な市場競争に応じるため，南京パンダは今年の 2月に民営企業の江蘇天創通信実業有限
公司と提携，熊猫移動通信設備有限公司を設立した．南京パンダは，3060万元を投じ，出資総額の 51％を占
めている．同時に，エリクソンなどへ技術提供している Microcell社と提携，南京で移動通信研究開発セン
ターも設立した．南京パンダは以前からエリクソンと合弁の南京愛立信熊猫移動の端有限公司（EPC）及び
南京愛立信熊猫通信有限公司（ENC）を有し，移動通信市場で一定の基礎を築いてきている．今回登場する
GM1920型機種は若い女性をターゲットにしており，全 5色で青のディスプレイパネルも特徴的である．一
方，EMOL99型機種は重量わずか 70グラム，国内の最軽量携帯電話となる．同社の責任者は，今年度に 8つ
の新機種を登場させる予定と語っている．また，携帯電話の年間販売台数を 100万台と計画し，3年以内に
国産携帯電話の 3強入り実現を目指すとしている．3強とは波導（バード），科健，TCLの 3社のこと．中国
携帯電話市場の国産メーカーシェアは 2001年末の段階で 15％に過ぎず，各社の奮起が期待されるところだ．
xviii）http://news.searchina.ne.jp/2003/0213/it_0213_002.shtml
―中国：国産携帯電話の市場シェア，40％へ―
2002年の中国国内市場におけるランキングが公表された．情報産業部が 11日に公表したデータによると，輸
出を除いた携帯電話の国産品シェアは 40％近くに達している．2002年，国内で生産された携帯端末（GSM，
CDMA含む）台数は 1億 3155.37万台．うち，モトローラが 3749.9万台生産し，輸出を除いた国内販売分は
1872.4万台となっている．第 2位はノキアで，生産台数 3228.7万台，販売 1134.74万台となっている．TCLは
670.55万台販売し，第 4位にランクイン．市場シェアトップ 5のうち，国産ブランドが 2社入り，第 3位で
あったシーメンスは第 5位にランクダウンした．特筆すべき点は，3社の国産ブランド携帯メーカーの伸び
率が 300％以上と著しいことである．厦新（amoisonic）の生産量と販売量はそれぞれ 772.7％，889.3％増と
なっている．中電通信（CECT）の生産量と販売量も 765.6％，954.9％増．CECTは有数の大手企業が共同設
立した移動体通信機器メーカーであり，中国電子信息産業集団の強い技術力を背景に，GSMと CDMA双方
の携帯電話を生産する企業である．2002年の携帯端末生産台数が 100万台以上となった国内メーカーは既に
8社．2002年 12月までで国産携帯電話の市場シェアは 13.93％から 23.03％まで上昇し，輸出を除いた国産携
帯電話の市場シェアは実に 39.07％に達した．情報産業部は，国産ブランドの携帯の販売が良好である主因と
して，国内メーカーの方が中国での流行を把握しており，新機種の投入サイクルが海外メーカーよりも速い
ことを挙げている．中国携帯電話市場における主流は，既に従来のものから折畳式のものへと移行している．
xix）http://www.ke-jian.com/news/company/news20021031a.htm中国科健信息科技有限会社ホームページ
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xx）http://www.elisnet.or. hjp/news/pdf/phi020723.pdf　中国波導会社
xxi）http://www.icr.co.jp/newsletter/report/2002/s2002H002.html
―中国電信は 2度目の再編―
中国政府は 1994年，郵電部傘下で，電気通信事業の運営部門であった「電信総局」を分離し，企業体として
独立させた．95年には「中国郵電電信総局（中国電信，China Telecom）」が正式名称として登録されている．
98年 4月，郵電部，電子工業部，電力工業部を基礎として「情報産業部（信息産業部，Ministry of Information
and Industry）」が設立された．さらに 2000年 4月には，中国電信を固定電話と携帯電話の 2社に分割し，現
在の「中国電信」と「中国移動通信」が発しした．分割後，2社は情報産業部傘下から，中央政府の直轄企
業となっている．8ヶ月後の12月には，中国電信から中国衛星通信が分離し，中国電信の第1次分割が完了した．
xxii）http://www.chinamobile.com/jtgk/gsjs.htm中国移動通信会社ホームページ
xxiii）http://www4.nikkeibp.co.jp/NCC/top10_news/ncc3252.html
―【中国 EXPO COMM速報】中国の 2大携帯電話事業者　欧米 2方式全面対決の様相―
中国の 2大携帯電話事業者である中国移動通信（チャイナ・モバイル）と中国連合通信（チャイナ・ユニコ
ム）は，10月 29日から北京で開催中の展示会「PT/EXPOCOMM CHINA 2002」（EXPO COMM）に出展し，互
いに特徴あるサービスをアピールしている（写真上・中）．両社の展示ブースは隣接しており，サービスの違
いを比較しやすい．中国移動通信は，欧州標準の GSM方式での携帯電話サービスを提供するトップ事業者．
1億 8000万を超す総ユーザーの約 7割が，同社のサービスを利用している．中国連合通信は，もともと GSM
方式を採用していたが，現在は米国標準の cdmaOneに乗り換えた．年末までに cdmaOneの拡張方式である
CDMA2000 1xを，既存周波数帯で商用化する計画だ．中国移動通信は，GPRSというパケット通信方式に準
拠した最新のカメラ付き GSM端末 3機種を，大々的に紹介している．9月に発売したノキア（フィンランド）
製の「7650」，11月から発売する NEC製「N8」，松下通信工業製「GD88」である．実売価格はおおむね 6000
元（約 9万円）程度だという．同社のブースでは，カメラ付き端末で撮影した写真データを，MMS（multimedia
messaging service）や Bluetooth，赤外線通信を使って，専用Webサイトやパソコンに取り込み，プリンター
で印刷．端末の使い勝手や画像品質などを熱心に比較する来場者が目立った（写真下）．このほか，（1）米マ
イクロソフトの OS「Pocket PC」を搭載した PDA型携帯電話機，（2）空港などで提供を始めた公衆無線 LAN
アクセス・サービス，（3）携帯電話機で操作できるスナック菓子の自動販売機―なども紹介している．一
方，中国連合通信は，現在も GSMサービスを継続しているものの，EXPO COMMでは cdmaOneだけをアピー
ル．特に，商用化が近い CDMA2000 1xを熱心に宣伝している．同社のブースには，韓国のサムスンや LG電
子，東芝や三洋電機などの最新端末が展示されている．同時に，CDMA20001xの商用化と同時期に開始する
新サービスを紹介している．具体的には，動画や静止画の撮影・送信，位置情報サービス「gpsOne」，ゲー
ムをはじめとした各種の Javaアプリケーション，Javaより高機能なアプリケーションの開発を可能にする
「BREW」―などである．同社は，携帯電話サービスだけでなく，インターネット接続サービスにも進出．
インターネット VPN（virtual private network）サービスや IDC（Internet data center）サービスに関する展示
もある．中国には地元の携帯電話機ベンダーも多数存在しており，市場シェアは合計 3割前後を占めると言
われる．ただし，今回の中国移動通信と中国連合通信のブースを見た限りでは，高機能な機種を中心とした
展示であったためか，中国ベンダーの端末は目立たなかった．
xxiv）http://www.chinaunicom.com.cn/index/　中国連合通信有限会社ホームページ
xxv）http://www.zdnet.co.jp/mobile/0209/06/m08.html
―加入者数世界一の携帯キャリアは China Mobile―
通信市場調査会社の英 EMCが 9月 4日に発表した調査報告によると，2002年 6月末現在，世界で最も多く
の加入者を抱える携帯電話キャリアは中国の China Mobile（中国移動通信）だという．
報告によると，中国一国のみでサービスを展開する China Mobileの加入者数は 1億 2300万人で，世界各国で
サービスを展開する Vodafoneを 2000万人以上上回っている．Vodafoneは 6月末現在の加入者数が世界全体
で約 1億人．EMCのシニアアナリスト，Elizabeth Hall氏は，「世界規模で投資しているという意味ではVodafone
が首位だが，加入者数では China Mobile に後れを取っている」とする．調査では，China Mobile，Vodafone
に続いて 3位は Deutsche Telekom，4位は China Unicom（中国聯合通信），5位が NTTドコモ，6位が France
Telecom，7位が SBC Communications，8位が Verizon，9位が America Movil，10位が Telefonicaとなっている．
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xxvi）http://www4.nikkeibp.co.jp/NCC/top10_news/ncc3252.html
―【中国 EXPO COMM速報】中国の 2大携帯電話事業者　欧米 2方式全面対決の様相―
xxvii）http://news.searchina.ne.jp/2001/1102/it_1102_002.shtml
―移動と聯通：GPRSと CDMAの接戦（1）―
『中新網』北京 23日付報道によると，中国は携帯電話ユーザー数ですでに米国を追い抜き，一躍世界最大の
携帯電話市場になり，通信業者間，特に中国携帯通信 2大最大手である中国移動（チャイナモバイル）と中
国聯通（チャイナユニコム）の競争も激しさを増しつつあるという．情報産業部が発表したデータによれば，
今年の 7月末までに，中国の携帯電話ユーザー数が 1億 2060万人となり，同期の米国の 1億 2010万人を追
い越したという．しかも，中国の携帯電話ユーザーは依然急速に増加しており，人口基数が多いにも関わら
ず現在すでにおよそ 10人に 1人が携帯電話を使用していることになっている．そしてこの世界最大のモバイ
ル市場では，中国電信から独立した中国移動と中国聯通の 2社が今まさに激しい競争を繰り広げようとして
いる．電信業務を独占していた中国電信から独立したため，中国移動が国内 GSM（一般に第 2世代モバイル
システムといわれている）分野では一歩リードしているが，情報技術の急速な発展により，世界的傾向では
GSMは徐々に GPRSシステムと CDMAシステムに取って代わられようとしている．
xxviii）http://news.searchina.ne.jp/2001/0804/it_0804_003.shtml
―中国移動と中国聯通の携帯電話，軍配は？（2）―
ドメイン代理登録などを手がける指南針網絡（コンパスネット）社が行った調査によると，ネットユーザー
の 87.84%が GPRSや CDMAという名前の携帯電話のサービス規格について「聞いたことがある」と答えて
おり，60.81%が「これらサービスの安定や設備の普及を待って，どちらか 1種類を購入したい」と考えてい
るという結果が出た．現在のところ GPRSは中国移動に，CDMAは中国聯通によって経営されているが，利
用者は一体どちらのキャリアを選べばよいのだろうか？これについて調査結果では，69.44％が中国移動の
GPRS，30.56%が中国聯通の CDMAと答えている．また，これらのキャリアを選んだ理由としては「性能・
技術力」が 36.73%，「サービス」31.29%，「将来性」16.33%，「料金体系」15.65%であった．また，果たして
この 2種類の技術競争，一体どちらが勝つと思う？という質問については，59.59%が GPRS，40.41%が CDMA
と答えており，中国移動が優勢だ．いずれにしても，未来の行方は移動通信業界全体の発展次第．従来の
GSM携帯が通話使用の極限に達した現在，GPRSや CDMAといった新しいデジタル通信が今後中国における
移動通信で主流となっていくことは疑いなく，あとは時間と技術力が勝敗を決するといったところに来てい
ると言えそうだ．
xxix）http://news.searchina.ne.jp/topic/044.html
―1億 2000万の中国携帯電話市場―
xxx）http://homepage2.nifty.com/d-gyoza/shouji/shouji_rp.htm
―携帯電話購入レポート―
xxxi）http://www.nicchu.com/life/l51.html
―プリペイド式携帯電話のお勧め―
xxxii）http://homepage2.nifty.com/d-gyoza/shouji/shouji_line.htm
―購入するまでの流れ（中国聯通の場合）―
xxxiii）http://www.gifu-keizai.ac.jp/~kago/keieigaku11.htm
―次世代携帯電話とディファクト・スタンダード（De-fact Standard）―
xxxiv）http://news.searchina.ne.jp/2001/1102/it_1102_003.shtml
―移動と聯通：GPRSと CDMAの接戦（2）―
『中新網』北京 23日付報道によると，中国は携帯電話ユーザー数ですでに米国を追い抜き，一躍世界最大の
携帯電話市場になり，通信業者間，特に中国携帯通信 2大最大手である中国移動（チャイナモバイル）と中
国聯通（チャイナユニコム）の競争も激しさを増しつつあるという．GSMは世界的に時代遅れ，こうした趨
勢のもと，中国移動と中国聯通はもちろんそれに遅れをとっておらず，それぞれがそれぞれの状況に沿って
CDMAと GPRSを選択してきた．CDMAは，これまでの容量の 3倍から 10倍に相当する容量の大きさが売り
であり，GSMより 80％のステーション建設が節約可能である．その上，その機密性，電波妨害排除力が通信
容量と品質に対する要求に適合しているといった特徴を持つ．一方，GPRSは，高速を売りにしており，現
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在の GSMネットワークの伝送速度である 9.6Kbps／秒に対し，GPRSは普通の 56Kモデムの理想速度の 2倍
の 115Kbps／秒に達している．独占状況を打破することが期待されている中国聯通は，CDMA技術に基づい
た携帯電話試験サービスネットワークをいち早く打ち出し，CDMAの第 1期工事の建設中に，300の重要都
市をカバーし，1515万人の容量をもつ CDMAネットワークが確立されつつある．
xxxv）http://www.toyo-sec.co.jp/a_mitemite/a2_china/asia_r010725.html
―「中国の携帯電話市場について」―
北京オリンピック開催（2008年）の決定やWTO加盟もほぼ決定した中国にあって，今後，注目されるのが
社会インフラ投資等の拡大であろう．中でも，中国版 3種の神器とも言えようものに自動車，コンピュータ
と並び称されるものとして携帯電話がある．人口約 13億人を抱え，広い国土を持つ中国では，通信インフラ
整備が遅れており，固定電話網の整備よりも携帯電話が一挙に普及する素地があると思われれる．中国の携
帯電話加入者数は 99年の 4,324万人から 2001年 3月には 10,030人と 1億人の大台を突破するなど急ピッチで
普及しており，年内にも米国と肩を並べる世界市場になるといった予想もある．さらに，携帯電話の高機能
化や料金体系の変更などが進み 2005年には携帯電話加入者は 35,000万人まで増加するとの予測もある．特に
2002年～ 2003年に掛けて動画も送れるW-CDMAや cdma2000の広域ブロードバンドの普及や中国独自のTD-
SCDMA（計画）などを背景に普及率はいっきに加速するものと予想されている．こうしたパイの急拡大を背
景に，携帯電話市場では中国の 2大通信業者がし烈な市場シェア争いを繰り広げており，2001 年 3月では
チャイナ •モバイルが市場シェアの 75.6%を握り，チャイナ •ユニコムが同 24.4%を占めている．今後，チャ
イナモバイルは NTTドコモやボーダフォンとの提携により新たな展開を模索しているほか，チャイナユニ
コムは KDDIとの提携で cdma2000へ注力．また，日本テレコムと提携しているチャイナ •テレコムの上場，
携帯電話市場への参入や，携帯電話業者の発信者と受信者から徴収している料金を発信者のみの課金に変え
ることで，さらに市場の裾野が広がるものと思われる．すでに中国の携帯端末市場には世界の主力メーカー
が進出しており，携帯電話メーカー 27社の中で 17社が外資系で占められる状況にある．2000年の中国の携
帯電話生産台数は 5,396万台と前年の 2.3倍に増加しており，この内，輸出が 2310万台を占めるが，この約
93.6%を外資系が占め，国内メーカーは 6.4%をカバーするに過ぎない．さらに今回中国のWTO加盟がほぼ
確実となったことで，フィリップス（蘭）が携帯電話事業をすべて中国に移管すると発表したことに加え，
シーメンス（独）も 6000万ドルの追加投資を発表．また，日本のメーカーでは松下（120万台→ 200万台），
NEC（50万台→ 100万台），三菱（50万台→ 120万台）などが増産に踏み切る構えにある．
xxxvi）http://wagang.econ.hc.keio.ac.jp/jiaoxue/cit/shouji.html
―世界の携帯電話方式―
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Current Situations of Mobile Phone Diffusion in China
— Why Chinese Mobile Phone Market is so attractive to the World —
Xiaoying ZHU
Masataka YAMADA
ABSTRACT
China has recently become a country whose mobile phone users are the largest in the world
while the mobile phone demand has been very strong along with China’s socio-economic
progresses. This is mainly because rival companies competed very hard with one another and
mobile phones have been accepted by the consumers extremely well.
Although the number of mobile phone users are the largest in the world, the diffusion rate
is still low and the regional diffusion rates are different, high in coastal area but mostly very
low in other areas; although there are only two mobile phone service companies in China, the
number of mobile phone manufacturers are more than forty-three companies; despite the fact
that the history of mobile phones is only ten years, the speed of their progress has been very
fast and thirteen out of hundred users in the world are Chinese.
Firstly this research note investigates China’s past and current mobile phone market in
detail from technological and policy making aspects. Secondly we discuss the competition
between domestic and foreign manufacturers in Chinese mobile phone market and explain the
subscribing systems in the market. Lastly we touch upon the developments of the next
generation system of mobile phones that is going to offer big business opportunities.
